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さいたま市子どもの居場所づくり事業への運営費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域社会の中で子どもたちが健全に成長できる環境づくりを推

進するため、次条に規定する子どもの居場所づくり事業に取り組む者に対し、予算

の範囲内で当該事業の実施に要する経費の一部を補助することについて、さいたま

市補助金等交付規則（平成１３年さいたま市規則第５９号）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

⑴  子ども 市内に住所を有する１８歳に達する日以後の最初の３月３１日まで

の間にある者をいう。 

⑵  食事 即時、食するために提供された食品をいう。 

⑶  食材 調理前の食品、または調理を要さず食することができるものであって、

即時、食するために提供されたものでないものをいう。 

⑷  子どもの居場所づくり事業 子どもの健全育成を目的として子どもが安心し

て過ごすことができる場を提供するため、会食事業、食品等配布事業、学習支援

事業又はプレーパーク事業を実施する事業をいう。 

⑸  会食事業 子どもに無料又は低額で食事（飲み物についてはアルコール類を除

く。）を提供する事業をいう。 

⑹  食品等配布事業 生活に困難を抱える子どものいる世帯に対して無料で食材

や日用品等を配布する事業をいう。 

⑺  学習支援事業 子どもに対して学習支援や生活習慣の定着に伴う支援を行う

事業をいう。 

⑻  プレーパーク事業 子どもが思い思いに遊びを生み出すことができる遊び場

を提供する事業をいう。 
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（対象者） 

第３条 補助金の交付の対象者は、次のいずれかの要件を満たす者とする。 

⑴ 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７条第１項に規定する子

ども・子育て支援又は青少年の健全な育成を目的とする活動に取り組んでいる者

で、市内に住所を有する者（団体にあっては市内に主たる事務所を有する者） 

 ⑵ 前号に掲げる者を支援する者で、市内に住所を有する者（団体にあっては市内

に主たる事務所を有する者） 

 ⑶ 前２号に掲げる者のほか、市長が適切と認める者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助金の交付の

対象者としない。 

 ⑴ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２

号）第２条第１項に規定する風俗営業及び同条第５項に規定する性風俗関連特殊

営業並びにこれらに類する業を営む者 

 ⑵ 暴力団（さいたま市暴力団排除条例（平成２４年さいたま市条例第８６号）第

２条第１号に規定する暴力団をいう。）である団体、暴力団員（同条第２号に規定

する暴力団員をいう。）が役員（代表者、理事、監事又はこれらに準じる者をいう。）

となっている団体及び暴力団員個人 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、事業を行う者として不適格であると市長が認める

者 

（対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業は、次に掲げる要件の全てを満たすものとす

る。 

 ⑴ 営利を目的としないこと。 

 ⑵ 事業の実施場所は、市内とし、会食事業及びプレーパーク事業については、原

則として同一の場所で実施すること。 

⑶ 事業の実施日は、第８条の規定による補助対象期間において、やむを得ない事

情により開催できない月を除き、２か月に１日以上とすること。ただし、月に５

日以上実施した場合において、補助金の対象となるのは、事前に報告のあった４
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日とする。 

 ⑷ 事業の参加者に対し、市が実施する子ども・青少年の育成に関する事業の情報

提供を行うとともに、参加者相互の交流の促進を図り、参加者の増加に努めるこ

と。 

 ⑸ 事業実施中の事故や食中毒等に対応できる保険に加入すること。 

 ⑹ 会食事業にあっては、次の要件を満たすこと。 

  ア 食事の提供に当たっては、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）等の関

連法令を遵守し、事業の実施前（既に実施している場合は申請前）に保健所に

衛生管理について相談すること。 

  イ 子どもや子どもの保護者等に対する子どもの食物アレルギーや健康状況の確

認、食物アレルギー物質を含む食品の表示等のアレルギー対策のほか、施設使

用上の配慮等、安全の確保に努めること。 

  ウ 交流等を目的とし、子どもや補助金の交付の決定を受けた団体の構成員では

ないボランティア（以下「子ども等」という）以外の者に食事を提供した場合、

食事の提供に係る実費相当を徴収すること。 

（禁止事項） 

第５条 補助事業者は、事業の実施に当たり、次に掲げる行為をしてはならない。 

 ⑴ 特定の宗教を支持し、又は特定の教派、宗教若しくは教団を支持しようとする

行為 

 ⑵ 特定の政党の利害に関する行為又は選挙に関し特定の候補者を支持しようとす

る行為 

 ⑶ 事業に関係のない物品の販売、広告、宣伝、勧誘等の営業行為 

 ⑷ 事業の実施にあたり、補助金を申請した個人または団体以外の者に、補助金の

対象となる食事材料や、補助金で購入した備品等を不当に使用させる行為 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか、補助金を支出する市の公正性、公平性、中立性等

を損なう行為又はそのおそれのある行為 

 （秘密保持） 

第６条 補助事業者は、事業を実施する上で知り得た参加者の個人情報を他に漏らし
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てはならない。 

（補助対象経費及び交付額） 

第７条 補助金の交付の対象となる経費及び交付額は、別表１のとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する経費は、補助金の交付

対象としない。 

⑴ 補助事業者の経常的な活動に要する経費 

⑵ 国、他の地方公共団体及び市、その他の団体等から他の補助金を受けている経 

 費 

⑶ 支払いにクレジットカードを使用し、ポイントが付与された場合、又は支払い

を現金で行い、ポイントカードにポイントが付与された場合は、その支払いをし

た経費。ただし、付与されたポイントを現金換算することができる場合は、その

金額分 

⑷ その他市長が不適当と認める経費 

（補助対象期間） 

第８条 補助対象期間は、申請日の属する月の初日から当該申請日の属する年度の３

月末日までとする。 

２ 申請日の属する月の初日から当該年度の２月末日までを第１期とし、３月１日か

ら３月末日までを第２期とする。 

（補助金の交付申請） 

第９条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、さいたま市

子どもの居場所づくり事業への運営費補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲

げる書類を添付し、市長に申請しなければならない。 

⑴ さいたま市子どもの居場所づくり事業計画書（様式第２号）、 

⑵ 会食事業を実施しようとする者は、さいたま市子どもの居場所づくり事業収入

支出予算書（様式第３号）、食事の提供を伴わない食品等配布事業、学習支援事業

及びプレーパーク事業（以下「会食以外事業」という）を実施しようとする者は、

さいたま市子どもの居場所づくり事業収入支出予算書（様式第３号－２） 

⑶ 事業の実施に必要となる運営費のうち、単価１万円（税込）以上の支出を見込
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むものについての積算や見積り又は資料 

⑷ 団体の場合は、定款、規約若しくは会則又はこれらに代わるもの 

⑸ 構成員名簿 

⑹ 申請者の活動状況が分かる資料 

⑺ 預金通帳（口座情報が確認できる頁）の写し 

⑻ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 申請者は、前項の申請を行うにあたって、当該申請に係る補助対象経費に含まれ

る消費税相当額のうちに、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経

費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108

号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に

地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金

額の合計額に補助対象経費に占める補助金の割合を乗じて得た金額をいう。以下同

じ。）がある場合は、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時にお

いて当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないも

のについては、この限りではない。 

３ 前項ただし書の場合において、補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額

が確定した場合は、さいたま市子どもの居場所づくり事業への運営費補助金消費税

及び地方消費税仕入税額控除報告書（様式第４号）により速やかに市長に報告しな

ければならない。 

４ 前２項の場合において、申請者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一

支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又

は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税

売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。また、市長は報告があった場合に

は、当該仕入控除税額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

（交付の決定） 

第１０条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、当該申請に係る書

類を審査し、必要に応じて現地調査等を行った上で、補助の適否及び補助金の額を

決定し、さいたま市子どもの居場所づくり事業への運営費補助金交付・不交付決定
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通知書（様式第５号）により、速やかに申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定した場合において、必要があると

きは、条件を付すことができる。 

（交付申請の取下げ） 

第１１条 申請者は、前条第１項の規定により交付決定通知を受けた場合において、

当該通知に係る補助金の交付の内容及びこれに付された条件に不服があるときは、

当該通知書を受け取った日の翌日から起算して１４日以内に当該申請を取り下げる

ことができる。 

（事業の変更等） 

第１２条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、当該補

助金の申請内容に変更（市長が認める軽微な変更等を除く。）が生じたとき、又は補

助事業を中止し、若しくは廃止しようとするときは、さいたま市子どもの居場所づ

くり事業変更・中止・廃止承認申請書（様式第６号）を速やかに提出して、市長の

承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による変更・中止・廃止の申請があったときは、内容を審査

し、さいたま市子どもの居場所づくり事業変更・中止・廃止（承認・不承認）通知

書（様式第７号）により補助事業者にその結果を通知する。 

（開催結果及び実績の報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業を実施したときは、第２項に規定する提出期限ご

とに、会食事業を実施した者は、さいたま市子どもの居場所づくり事業開催結果報

告票（様式第８号）、会食以外事業を実施した者は、さいたま市子どもの居場所づく

り事業開催結果報告票（様式第８号－２）に領収書の写し（第７条第２項第３号た

だし書に規定する現金換算できるポイントが分かる資料を含む。）並びに納品日及

び支出の内訳が分かるものの写しを添付し、市長に提出しなければならない。ただ

し、第３項第１号に規定する場合に該当するときは、この限りでない。 

２ 前項の規定による提出は、第１期にあっては当該年度の１０月末及び当該期にお

ける最終実施日の翌日から起算して７日以内、第２期にあっては当該期における最

終実施日の翌日から起算して７日以内に行わなければならない。 



7 

 

３ 補助事業者は、前項の規定による各期末の最終開庁日までに、さいたま市子ども

の居場所づくり事業実績報告書（様式第９号）に次に掲げる書類を添付し、市長に

提出しなければならない。ただし、各期末の最終開庁日に補助事業を実施するなど

やむを得ない理由がある場合は、市と補助事業者にて協議の上、別途提出期限を定

めるものとする。 

⑴ 各期における最終開庁日が当該年度の最後に実施した補助事業の日の翌日から

起算して７日以内の場合は、会食事業を実施しようとする者は、さいたま市子ど

もの居場所づくり事業開催結果報告票（様式第８号）、会食以外事業を実施しよう

とする者は、さいたま市子どもの居場所づくり事業開催結果報告票（様式第８号

－２）及び、領収書の写し（第７条第２項第３号ただし書に規定する現金換算で

きるポイントが分かる資料を含む。）並びに納品日及び支出の内訳が分かるもの

の写し 

 ⑵ 会食事業を実施しようとする者は、さいたま市子どもの居場所づくり事業収入

支出決算書（様式第１０号）、会食以外事業を実施しようとする者は、さいたま市

子どもの居場所づくり事業収入支出決算書（様式第１０号－２） 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 （額の確定） 

第１４条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出を受けたときは、各期の期間

のそれぞれについて、当該報告書等を審査し、必要に応じて現地調査等を行った上

で、交付すべき補助金の額を確定し、さいたま市子どもの居場所づくり事業への運

営費補助金交付額確定通知書（様式第１１号）により、補助事業者に通知するもの

とする。 

（交付時期等） 

第１５条 補助金は、前条の規定による補助交付額確定通知後に交付するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が補助金の交付の目的を達成するために特に必要

と認めるときは、補助事業の完了前に補助金交付決定額の全部又は一部を交付する

ことができる。 

３ 補助事業者は、第１項の規定により補助金の交付を受けようとするときはさいた
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ま市子どもの居場所づくり事業への運営費補助金交付請求書（様式第１２号）を、

前項の規定により補助金の交付を受けようとするときは、さいたま市子どもの居場

所づくり事業への運営費補助金概算払交付請求書（様式第１３号）に、収入及び支

出の時期や金額の見込みが分かる資料を添付して市長に提出しなければならない。 

（指導監督） 

第１６条 市長は、補助事業が交付の決定内容及び付した条件に適合しているか調査

するため、補助事業者に対し、報告又は書類の提出を求めることができる。 

２ 市長は、補助事業が交付の決定内容及び付した条件に適合しないと認めるときは、

補助事業者に対し、適合させるための措置を講じるよう指示することができる。 

（交付決定の取消し等） 

第１７条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、さ

いたま市子どもの居場所づくり事業への運営費補助金交付決定（全部・一部）取消

通知書（様式第１４号）により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すこと

ができる。 

⑴ 補助金を交付の目的以外に使用したとき。 

⑵ 第１０条第２項の規定により付された条件を遵守しなかったとき又は市長の指

示に従わなかったとき。 

⑶ 提出した書類の内容に虚偽があったとき。 

⑷ 法令又は本要綱に違反したとき。 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、その他不正な行為により補助金の交付を受けたと

き又は補助金を不正に使用したとき。 

（補助金の返還） 

第１８条 市長は、補助金の交付の決定を変更し、又は取り消した場合において、既

に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その全部又は一部の返還を命ず

るものとする。 

２ 市長は、第１４条の規定により補助事業者に交付すべき補助金の額が確定した場

合において、既にその額を超える補助金が交付されているときは、その差額の返還

を命ずるものとする。 
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（関係書類の整備） 

第１９条 補助事業者は、補助事業に係る経費の収入支出を明らかにした書類及び帳

簿を整備し、補助事業完了の日の属する年度の翌年度から５年間保管しておかなけ

ればならない。 

 （財産処分の制限） 

第２０条 本補助金における、さいたま市補助金等交付規則第２０条に規定する市長

が指定する期間は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限

期間（平成２０年厚生労働省告示第３８４号）に準じるものとする。 

（その他） 

第２１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２９年６月６日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年７月３１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。  
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別表１（第７条関係） 

１ 対象事業 ２ 対象経費 ３ 交付額 

（１）子どもの居場

所づくり事業に係

る運営費 

事業の実施に必要と

なる運営費（別表２参

照） 

対象経費より以下①②の額（食事材料費で差し引いた額

を除く）を差し引いた額 

①参加者から徴収した参加料 

②本要綱に定める補助金以外の補助金、寄付金 

 

ただし、上限額は以下のとおりとする。 

月の開催回数の平均が１回に満たないもの 

５万円 

月の開催回数の平均が１回以上２回までのもの 

１０万円 

月の開催回数の平均が２回を超え３回までのもの 

１５万円 

月の開催回数の平均が３回を超えるもの 

２０万円 

（２）食事材料費

（会食事業を実施

する場合） 

事業の実施に要する

経費のうち、参加した

子ども及びボランテ

ィアに提供する食事

に係る材料費 

対象経費より以下①②の額を差し引いた額 

ただし、食事の提供を受けた者の数が用意した食数を下

回っている場合の対象経費は以下の計算式により算出

した額とする。（１円未満切捨て） 

 

食事材料費× 

 

 

①子ども等以外の参加者から徴収すべき実費相当額 

ただし、以下の内、いずれか高い方 

・実際に徴収した額の合計 

・年間の食事の提供を受けた者一人当たりの

食事材料費に子ども等以外の参加者数を乗

じた額 

 

②本要綱に定める補助金以外の補助金、寄付金 

 

ただし、参加した子ども等の人数に４００円を乗じた額

を上限とする。 

 

 

 

 

 

 

 

食事の提供を受けた者の数の合計  

     用意した食数の合計 
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別表２（第７条関係） 

備品・消耗品費 調理家電、調理器具、食器、キッチン雑貨、衛生用品、事務

用品、遊びのための道具 等 

印刷製本費 事業案内チラシ作成費 等 

光熱水費 電気使用料、ガス使用料、水道・下水道使用料 等 ※１ 

通信運搬費 電話料金、郵送料 等 ※１ 

保険料 当該年度の事業に係る賠償責任保険料 等 ※１ 

使用料 会場使用料 等 ※２ 

負担金 本事業の実施に必要な物資を共同で調達や輸送、保管等を行

うために必要となる負担金 

食品衛生責任者講習受講料 等 ※３ 

その他 疑義が生じた場合には、契約・購入・支出前に、市に事前相

談すること。 

補助対象外の一例 パソコン・タブレット及び附属機器（プリンタ等） 

机（テーブル）、椅子、食器棚等 

過度に高価又は貴重とされる物（ブランド品等） 

嗜好品（酒、たばこ等） 

飲み薬等 

換金性の高い物（プリペイドカード等） 

車両購入代 

人件費、報酬、謝礼 

いずれの項目についても、本事業の実施に必要となるものに限る。また、単価１万円（税

込）以上の支出を見込むものは、補助金交付申請時に見積書等を添付すること。 

※１ 本事業の実施に係る分と明示できる場合に限る。 

※２ 賃貸借物件等における家賃等の日割りは不可とする。また、団体や団体関係者が所

有する物件等における会場使用料の支出は不可とする。 

※３ 様式第１号の添付書類である構成員名簿に記載のある者、及び実施の際に大方従事

する者に限る。 


